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億円

資
本
的
収
支
単
体
で
見
る
と
赤
字
が

生
じ
ま
す
。

　
収
益
的
収
支
で
は
、
下
水
道
管
や

浄
化
セ
ン
タ
ー
の
管
理
に
必
要
な
支

出
と
利
用
者
か
ら
支
払
わ
れ
る
使
用

料
な
ど
の
収
入
を
管
理
し
て
い
ま
す
。

　
収
益
的
収
支
の
結
果
は
、
特
定
の

会
計
期
間
の
経
営
成
績
を
表
す
損
益

計
算
書
と
し
て
ま
と
め
、
安
定
的
に

下
水
道
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
経

営
状
況
に
あ
る
か
を
測
り
ま
す
。

　
収
入
の
う
ち
、
使
用
料
は
人
口
減

少
の
影
響
な
ど
か
ら
年
々
減
少
し
、

経
費
の
一
部
を
国
の
定
め
る
ル
ー
ル

　
市
の
下
水
道
事
業
は
、
地
方
自
治

体
が
経
営
す
る
企
業
（
以
下
、
公
営

企
業
）
と
し
て
、
民
間
企
業
に
準
じ

た
会
計
基
準
に
よ
り
運
営
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　
公
営
企
業
で
は
、
施
設
の
維
持
管

理
な
ど
を
行
う
た
め
の
収
益
的
収
支

と
、
新
た
な
施
設
の
整
備
や
既
存
施

設
の
更
新
を
行
う
た
め
の
資
本
的
収

支
に
分
け
て
経
理
を
行
っ
て
お
り
、

下
水
道
事
業
経
営
戦
略
（
以
下
、
経

営
戦
略
）
に
お
い
て
も
、
収
益
的
収

支
、
資
本
的
収
支
そ
れ
ぞ
れ
の
経
営

見
通
し
を
ま
と
め
ま
し
た
。

に
基
づ
き
税
金
で
賄
う
一
般
会
計
繰

入
金
も
、
減
価
償
却
費
な
ど
の
低
下

に
よ
り
年
々
減
少
す
る
見
込
み
で
す

が
、
表
①
の
と
お
り
、
今
後
12
年
間

収
益
的
収
支
の
見
通
し

経
営
見
通
し
に
つ
い
て

下水道事業のこれから
～下水道事業経営戦略と下水道使用料の改定～

表①　今後12年間の収益的収支（損益計算書）の見通し

　市の下水道事業は、昭和56年度から下水道管の整備を始め、平成２年度から汚水の処理を開始しました。
　現在は、市内の４万１千人以上の方が下水道を利用していますが、今後は、人口減少の影響などにより、
下水道使用料収入が減少し、下水道事業の経営に影響が出てくるものと予想されます。
　こうした中、市は、厳しい経営環境の中でも、市民の皆さんに安定して下水道サービスを提供できるよ
う、平成40年度までの12年間の経営見通しと安定経営に必要な取り組みを『下水道事業経営戦略』として
まとめました。
　今号では、『下水道事業経営戦略』の概要と同戦略に基づき検討した下水道使用料の改定についてお知
らせします。

の
収
益
的
収
支
（
損
益
計
算
書
）
の

見
通
し
で
は
、
平
成
29
年
度
か
ら
平

成
40
年
度
ま
で
は
利
益
を
確
保
で
き

る
見
込
み
で
す
。

6� 下水道事業のこれから

今後12年間を見据えて
下水道事業のこれから


